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１．調査の目的 

本調査は、平成 23 年に発注された建築工事費の内訳を把握し、平成 23 年（2011 年）

産業連関表作成に必要な投入額推計の基礎資料を得ることを目的とする。 

 

２．調査対象 

調査対象工事を受注した元請建設業者を調査対象とする。 

 

３．調査対象工事 

平成 23 年に発注された建築工事（住宅、事務所、店舗等）を調査対象とする。 

 

４．調査対象工事の選定 

調査対象工事は、（１）～（３）により、計 3,000 件程度を抽出する。 

（１）非木造[Ａ] 

建設工事受注動態統計調査（平成 23 年１月分～12 月分）の調査対象工事である

公共工事（500 万円以上）及び民間工事（５億円以上）を母集団とし、非木造の

工事について 1,500 件程度を任意抽出する。 

（２）非木造[Ｂ] 

建設工事受注動態統計調査（平成 23 年１月分～12 月分）の調査対象である元請

建設業者が平成 23 年に受注した非木造の民間工事（５億円未満）について、1,000

件程度を任意抽出する。 

（３）木造 

(社)全国中小建築工事業団体連合会に加盟している建設業者が、平成 23 年に受注

した木造建築工事について、500 件程度を任意抽出する。 

 

５．調査事項 

調査対象工事について、工事費の内訳を調査する。 

 

６．調査の実施時期 

平成 25 年１月～２月 

 

７．調査の方法 

調査は、（株）日本能率協会総合研究所に委託して実施し、調査票の配布、収集は郵

送により行う。 

なお、希望者には、国土交通省ホームページから Excel 形式の調査票を取得し、

国土交通省の電子メールへ提出するオンライン調査を行う。 



 

８．集計事項 

構造（非木造／木造）別建築工事費の内訳金額及び構成比 

 

９．集計方法 

（株）日本能率協会総合研究所に委託し、機械集計する。 

 

10．公表予定 

平成 26 年３月までにホームページに掲載し、公表する予定。 


